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北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）の沿線には，深部の地盤構造により地震動の著しい増幅が想定さ

れる地域が複数存在しており，それらの地域では地震動の増幅（以下，基盤サイト増幅特性）の影響を考

慮したL2地震動を設定して安全性の検討を行う必要がある．しかしながら，従来の整備新幹線では基盤サ
イト増幅特性を考慮した設計地震動を用いた事例がないため，新幹線構造物への影響については定量的な

評価がされていないのが現状である．そこで本検討では，基盤サイト増幅特性が大きい地域の地震動を算

定するとともに，静的解析による手法で設計を行うために応答スペクトルや地盤の変位分布の簡易算定式

を作成した． 
また，基盤サイト増幅特性を考慮した地震動を用いて新幹線構造物の試設計を行い，標準L2地震動を用

いた場合との比較を行ったので，これらの結果について報告を行う． 
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1. はじめに 
 
「鉄道構造物等設計標準・同解説1)（以下，耐震標

準）」では鉄道構造物の安全性照査に用いるL2地震動
について詳細な検討を要しない場合は，簡易な手法によ

り算定されたL2地震動（以下，標準L2地震動）を用い
ることができるとされている．しかし，耐震設計上の基

盤面より深い地盤構造の影響によって地震動の著しい増

幅が想定される場合は，局所的に大きな地震動となる可

能性があるため，L2地震動として標準L2地震動を用い
ることが適切ではない場合がある．そのため，建設地点

の深部地下構造による地震増幅特性（以下，基盤サイト

増幅特性）を評価するとともに，これを標準L2地震動
で想定している基盤サイト増幅特性と比較を行う必要が

ある．その結果，建設地点の基盤サイト増幅特性が大き

いと判断された場合には，L2地震動の設定に詳細な検
討を行うことが求められている1)． 
北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）は沿線に基盤サ

イト増幅特性の影響が大きいと想定される地域が複数存

在することが確認されている2)3)ため，詳細な検討に基づ

いて当該区間のL2地震動を設定するとともに，これを
用いた耐震設計を実施することとした．しかし，従来の

整備新幹線では，基盤サイト増幅特性の影響を考慮した

L2地震動による耐震設計を実施した事例がないため，
これが新幹線構造物に与える影響を定量的に評価した資

料が乏しいのが現状である． 
そこで本検討では，北海道新幹線（新函館北斗・札幌

間）の沿線地域の基盤サイト増幅特性を考慮した上で

L2地震動を算定するとともに，非線形スペクトル法に
よる手法で設計を行うための所要降伏震度スペクトルや
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地盤変位分布の簡易算定式を作成した．さらに，この

L2地震動を用いてラーメン高架橋ならびにRC壁式橋脚
の試設計を実施することで，標準L2地震動を用いた設
計との比較結果について報告を行う． 
 
 
2．基盤サイト増幅特性を考慮したL2地震動の設定 

 
(1) 北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）について 
北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）は，図-1に示す

とおり，新函館北斗駅を起点として，新八雲（仮称）駅，

長万部駅，倶知安駅および新小樽（仮称）駅を経由して

札幌駅に至る延長約212kmの路線である． 
 

(2) 基盤サイト増幅特性の評価 
鉄道構造物における耐震設計では，従来から表層地盤

（耐震設計上の基盤面～地表面）の物性の違いによる地

震動の変化を考慮して設計地震動を設定している（表層

地盤増幅特性）．しかし，耐震設計上の基盤面よりも深

い地盤構造が地表面地震動に大きな影響を与えることが

確認される場合は，設計地震動を設定する際に基盤サイ

ト増幅特性を適切に評価することが重要になる． 
基盤サイト増幅特性の大きさは，新函館北斗・札幌間

の本線上30地点や公的観測点12点において実施した常時
微動観測2)で得られた建設地点の基盤サイト増幅特性と

標準L2地震動において想定している基盤サイト増幅特
性（全国の平均＋標準偏差）との大小関係を比較するこ

とによって判断することができる1)．本検討では，一般

的な鉄道構造物の固有周期帯（0.5~1.0秒）周辺において，
建設地点の基盤サイト増幅特性による増幅倍率が標準

L2地震動の値を顕著に超えている場合は建設地点での
基盤サイト増幅特性の影響が大きいと判断した． 
建設地点における基盤サイト増幅特性の評価結果の一

例として，倶知安地区の評価結果を図-2に示す．倶知安

では，0.2秒以上の幅広い周期帯において，増幅倍率が
標準L2地震動を超過していることがわかる．これは一

般的な鉄道構造物の固有周期帯を含んでおり，基盤サイ

ト増幅特性の影響が大きい地域であると判断できる．そ

の他の地点についても同様に評価した結果を表-1に示す． 
評価の結果，長万部地区-1，ニセコ地区-2，倶知安地

区，赤井川地区，札幌地区では基盤サイト増幅特性の影

響が大きく，L2地震動の設定時に詳細な検討が必要で
あると判断した． 

 

(3) 基盤地震動の算定 
前節で述べたように，基盤サイト増幅特性が大きいと

判断された地区では，L2地震動の設定において，詳細
な検討が必要になる．詳細な検討によりL2地震動を算

 

図-1   北海道新幹線路線概要図                

評価地点 :30地点
公的観測点:12地点

工事延長
約212km
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図-2 倶知安地区における基盤サイト増幅特性 
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表-1 基盤サイト増幅特性評価結果 

地区 キロ程 参照公的観測点 影響 
北斗 149km643m HKD156（七飯） 小 

八雲-1 

182km540m 

HKD153（上の湯） 小 
184km090m 
188km800m 
190km895m 

八雲-2 
199km920m 

HKD152（八雲） 小 
203km200m 

長万部-1 

221km695m 

HKD151（長万部） 大 

222km335m 
224km170m 
225km826m 
228km898m 
232km200m 

長万部-2 

236km000m 

SBSH09（黒松内） 小 
238km400m 
242km200m 
246km036m 

ニセコ-1 263km240m IBUH04（豊浦） 小 

ニセコ-2 
273km905m 

HKD146（ニセコ） 大 274km269m 
277km205m 

倶知安 
288km693m 

HKD144（倶知安） 大 292km084m 
295km160m 

赤井川 309km713m SBSH09（赤井川） 大 

小樽 
328km335m 

HKD140（小樽） 小 
332km910m 

札幌 
351km941m 

HKD180（札幌） 大 355km475m 
360km513m 
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定する方法としては，震源特性・伝搬特性・地点特性を

考慮した強地震動予測手法に基づいて，地点毎に地震動

を算定することが一般的であり，当該地点においても本

手法を用いることが有効であると考えられる．しかしな

がら，当該地点の周辺にMw7.0以上となる震源域が存在
しないことや，前述した基盤サイト増幅特性の超過程度

もそれほど大きくなかったため，本検討では標準L2地
震動を基準として，基盤サイト増幅特性の影響を考慮し

た補正を行うことで，対象地点のL2地震動を簡易に設
定することとした4)．具体的には，対象地点の基盤サイ

ト増幅特性と標準L2地震動で想定している基盤サイト
増幅特性の比から補正倍率を算出し，これを標準L2地
震動のフーリエ振幅に乗じて得られた結果をフーリエ逆

変換することで時刻歴波形を算定した．なお，安全側の

配慮として標準L2地震動の基盤サイト増幅特性を下回
る周期帯の地震動の低減は行っていない．また，内閣府

の「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会」

において，Mw9.1の日本海溝（三陸・日高沖）モデルや
Mw9.3の千島海溝（十勝・根室沖）モデルが提案されて
いる5)が，北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）の建設

地点の震度分布が最大でも震度5弱であることから本検
討の結果には影響を及ぼさないと判断した． 
基盤設計地震動の算定例として，倶知安地区における

フーリエ振幅スペクトルの補正結果を図-3に，L2地震動
の時刻歴波形の算定結果を図-4に示す．図-3を見ると，

0.2秒以上の周期帯においてフーリエ振幅が大きくなっ
ていることが確認できる．また，図-4より，補正後の時

刻歴波形の振幅が大きくなっていることがわかる． 
 

(4) 地表面地震動の評価 
前節で算定したL2地震動は，耐震設計上の基盤面位

置における地震動である．実際に鉄道構造物の安全性照

査に用いるL2地震動は地表面地震動であるため，さら
に表層地盤の影響を考慮した地震動を設定する必要があ

る．そこで，前節で得られた基盤地震動を入力した地盤

応答解析を様々な表層地盤に対して実施し，そこから得

られた地表面位置の応答波形の弾性加速度応答スペクト

ルに対し非超過確率90%のスペクトルに適合する時刻歴
波形を地表面設計地震動とした．また，地表面設計地震

動に対応する所要降伏震度スペクトルも同時に算定して

いる．地表面設計地震動，所要降伏震度スペクトルの評

価の一例として，地表面設計地震動の時刻歴波形を図-5

に示すとともにこの地表面設計地震動を用いて算定した

所要降伏震度スペクトルの一例を図-6に示す． 
 

(5) 地盤変位量の簡易算定式の設定 
耐震標準では，動的解析によらず地盤の水平変位量の

鉛直方向分布を求める場合には，表層地盤の固有周期

（Tg）により算定される地表面位置での最大水平変位量

（αg）と固有振動モードに基づいて算定してよいとされ

 

図-5 地表面位置の設計地震動波形 

(倶知安地区，G2地盤，L2地震動スペクトルⅡ) 
 

      
図-6 所要降伏震度スペクトル 

(倶知安地区，G2地盤，スペクトルⅡ) 
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表-2 地盤変位分布の簡易算定式 

 スペクトルⅠ スペクトルⅡ 
標準L2地震動 αg=0.320・Tg αg =0.413・Tg 
倶知安地区 αg =0.742・Tg

0.679 αg =0.839・Tg
0.629 

赤井川地区 αg =0.344・Tg
0.445 αg =0.419・Tg

0.372 
 

 

図-3 フーリエ振幅スペクトル（倶知安地区） 

 

 

図-4 時刻歴波形（倶知安地区） 
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ている1)．本検討では基盤サイト増幅特性を考慮した基

盤地震動を基に表層地盤の地盤応答解析を行い，地点毎

の地盤変位量の簡易算定式を求めた．試設計の対象地区

の簡易算定式を表-2に示す． 
 
 
3． 基盤サイト増幅特性の影響を考慮したL2地震

動による橋りょう・高架橋の試設計 

 
前章で述べたように，北海道新幹線（新函館北斗・札

幌間）の一部区間では基盤サイト増幅特性の影響を考慮

したL2地震動による耐震設計を実施する必要がある．
しかしながら，従来の整備新幹線では建設地点の基盤サ

イト増幅特性の影響が大きくないと評価されており，過

去に基盤サイト増幅特性を考慮したL2地震動による耐
震設計を実施した事例はない． 
そこで本章では，実際に計画している3箇所において，

基盤サイト増幅特性を考慮したL2地震動と標準L2地震
動を用いた試設計を行うこととする．対象構造物は杭基

礎のラーメン高架橋（ケース1），杭基礎のRC壁式橋脚
（ケース2），直接基礎のRC壁式橋脚（ケース3）とし，
両地震動による設計の結果を定量的に比較する． 

 
(1) ケース1：ラーメン高架橋 
ケース1で使用する所要降伏振動スペクトルを図-7に

示す．ケース1では標準L2地震動に比べて加速度応答お
よび地盤変位量の増分が大きい倶知安地区のラーメン高

架橋を対象とした．ここで，当該地区の地盤種別はG5
地盤であり，図-8に示す通り柱高は7.5m程度の6径間で
計画されているものを対象とした．なお，基礎形式は地

質調査の結果より基盤面が地表から55mと深い位置にあ

ることや被圧水が確認されることから鋼管ソイルセメン

ト杭基礎を検討することとする．まず，サイト増幅特性

を考慮せず，標準L2地震動を適用した概略検討による
諸元は，周辺摩擦力による支持を想定して杭長が22mと
なった．また，L1地震時の基礎の安定が決定ケースと

 

     （a） 端部                          （b）中間部 

図-8 構造一般図（ケース1，単位mm） 
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(a) 標準地震動 

 

(b) サイト増幅考慮 

    図-7 所要降伏震度スペクトル（ケース 1） 
     (倶知安地区，G5地盤，スペクトルⅡ) 
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なった杭径は1200mm（鋼管径1000mm），構造細目6)に

より鋼管厚は13mmとなった． 
これに対して基盤サイト増幅特性の影響を考慮した地

震動に対して応答値を算定すると，基礎の安定や慣性力

設計の照査は満足した．しかし，地盤変位を表-2の簡易
算定式（倶知安地区）より算出すると最大値が約

778.4mmと標準L2地震動時の約2.1倍の値になった．これ
により，杭体の一部が損傷レベル4を超過し照査を満足
しない結果となった．そこで，鋼管杭の部材耐力を上げ

るため鋼管厚を14mmに変更して再度照査を実施したと
ころ，杭体の損傷レベルが制限値以内に収まり設計が成

立した．一方で，仮に基礎の安定照査や構造細目を無視

して標準L2地震動の地盤変位分布に対する鋼管杭の部
材耐力のみを考慮した結果，鋼管厚が10mmにおいても
照査を満足した．以上より，鋼管厚の決定要因は，厚さ

が大きい順に，基盤サイト増幅特性を考慮したL2地震
動（14mm），L1地震動と構造細目（13mm），標準L2地
震動（10mm）となることがわかる．つまり，L1地震時
の基礎の安定照査や構造細目を満足することで高い耐力

が既に付与されているため，基盤サイト増幅特性を考慮

したL2地震動と標準L2地震動と比較したときに，部材
断面の諸元の増加という形で陽に現れる影響は必ずしも

大きくないと考えられる． 
 
(2) ケース2：RC壁式橋脚（杭基礎） 
ケース2で使用する所要降伏震度スペクトルを図-9に

構造一般図を図-10に示す．ケース2では倶知安地区の壁
式橋脚（杭基礎）を対象とした．標準地震動を適用した

概略検討による諸元は完全支持を想定して杭長が30.5m，

杭径が1300mm（鋼管径1100mm，鋼管厚16mm）となっ
た．また，当該地点が河川流域であることから橋脚は躯

体径3200mmの円形構造とする． 

 

 
（a） 線路方向断面           （b） 線路方向断面            （c） 平面図 

図-10 構造一般図（ケース2，単位mm） 
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(a) 標準地震動 

 

(b) サイト増幅考慮 

   図-9 所要降伏震度スペクトル（ケース 2） 
     (倶知安地区，G5地盤，スペクトルⅡ) 
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これに対して基盤サイト増幅特性の影響を考慮した

L2地震動に対して応答値を算定すると，基礎の安定照
査は満足したが，慣性力と地盤変位が増幅することで躯

体や杭体の一部が損傷レベル4を超過し設計が成立しな
い結果となった．そこで，躯体径を3300mm，鋼管厚を
20mmに変更して再度照査したところ，躯体や杭体の損
傷が抑えられ設計が成立することを確認した． 
ケース1，2の結果から，基盤サイト増幅特性の影響を

考慮した地震動で基礎形式が鋼管ソイルセメント杭の構

造物を設計する場合，杭体の損傷レベルの限界値を超過

することがある．一方で，基礎の安定条件や走行安全性

（L1地震動にて照査）により諸元が決まる構造物につ
いては，基盤サイト増幅特性の影響を考慮した地震動で

耐震設計を実施した場合でも，諸元の大幅な増加が必ず

しも発生するとは限らないと考えられる．また，本稿で

は鋼管径や鋼管厚を大きくして杭の剛性を上げることに

より基盤サイト増幅特性の影響を考慮した地震動でも設

計が成立することを確認したが，十分な周辺摩擦支持が

期待できる場合には杭長を短くすることも対応の一つと

して期待できる． 

(3) ケース3：RC壁式橋脚（直接基礎） 
ケース3で使用する基盤サイト増幅特性を考慮した所

要降伏震度スペクトルを図-11，構造一般図を図-12に示

す．なお，図-11のプロットの値と図-12の一般図は照査

を満足した諸元を設定した時のものを示す．赤井川地区

では標準L2地震動と比べて短周期帯で所要降伏震度が
増加する．そこで，ケース3では基盤サイト増幅特性が
慣性力設計に及ぼす影響に着目するため，橋脚高が低く

固有周期が短いRC壁式橋脚（直接基礎）を対象とした． 
諸元の検討過程を表-3に示す．まず，標準L2地震動で

成立している諸元（①）に対して基盤サイト増幅特性を

考慮したスペクトルを用いて応答値を算定したところ，

線路方向の応答塑性率が10を超過した（②）ため，主鉄
筋を増加し2段配置とした．しかしながら，応答塑性率
は10を下回ったものの線路方向の損傷レベルが4となり
制限値を超過した（③）ことから，損傷レベルを満足す

るように躯体の鉄筋径を大きくして降伏震度を増大させ

た．一方で，線路方向の主鉄筋の総量によって線路直角

方向の躯体の降伏震度が向上するため，先行降伏箇所が

基礎に変化する（④）．既往の研究7)8)より，基礎が先行

降伏すると補修費用に多額のコストを要することが報告

されていることから④の諸元では照査を満足しない．そ

こで，フーチング幅を10.5mから12mとし，基礎の降伏
震度を増大させ基礎先行降伏を回避させることで照査を

満足する諸元を設定した（⑤）．①と⑤を比較すると，

所要降伏震度はL方向で1.5倍，C方向で1.3倍程度に増加
することがわかる． 

以上のことから，基盤サイト増幅特性の影響を考慮し

たL2地震動で直接基礎のRC壁式橋脚を設計する場合，
安全性照査を満足させるため主鉄筋量を増加させる必要

(a) 標準地震動

(b) サイト増幅考慮

図-11 所要降伏震度スペクトル 

(赤井川地区，G2地盤，スペクトルⅡ) 
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(a) 標準地震動

 

(b) サイト増幅考慮

図-12 構造一般図（ケース3，単位mm） 

50
0

52
00

20
00

25
00

2200 1300 1300

10500

500077
00

20
00

50
0

52
00

20
00

25
00

77
00

20
00

2200

12000

1300 5000 1300

12000

50
0

52
00

20
00

25
00

77
00

20
00

50
0

52
00

20
00

25
00

77
00

20
00

10500

50
0

52
00

20
00

25
00

2200 1300 1300

10500

500077
00

20
00

50
0

52
00

20
00

25
00

77
00

20
00

2200

12000

1300 5000 1300

12000

50
0

52
00

20
00

25
00

77
00

20
00

50
0

52
00

20
00

25
00

77
00

20
00

10500

-  46  -



があり，躯体の降伏震度が増大した結果，線路直角方向

の基礎先行降伏が発生しやすくなることがわかる．よっ

て，詳細設計では線路直角方向の基礎先行降伏への対策

を検討する必要がある．本稿の試設計では，フーチング

幅を広げることで基礎の降伏震度を上げることにより基

礎の先行降伏を回避した．現地の状況によりフーチング

幅に制限がある場合は，線路直角方向の躯体幅を絞るま

たは躯体高を高くし土被りを厚くすることにより橋脚躯

体の降伏震度を下げることが考えられる．赤井川地区の

ように短周期側での影響が大きい場合は，構造物を長周

期化して影響を低減するために門型橋脚を採用すること

も選択肢として考えられる．ただし，以上の対応をもっ

てしても降伏震度が過大になる場合は，地下逸散減衰を

考慮したより詳細な検討を行うことも必要である． 
 
 

4． まとめ 

 
本検討では，北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）の

沿線地域において，基盤サイト増幅特性の影響を考慮し

たL2地震動，地盤変位量の簡易算定式を評価するとと
もに，これらを用いて新幹線構造物のラーメン高架橋と

壁式RC橋脚の試設計を行い，標準L2地震動による従来
の設計との違いについて評価した．評価の結果，標準

L2地震動において設計した結果と比較して一部の構造
では照査を満足しなかったため，部材寸法等の変更が必

要となった．特に，高さの低い壁式橋脚（直接基礎）の

ような固有周期が短い構造物についてはサイト増幅の影

響が大きくなることがあるため，詳細な検討が必要にな

る場合がある．一方で，新幹線構造物ではL1地震動に
対して構造断面が決定される要素が大きいため，L2地
震動の安全性照査にのみ用いるサイト増幅の変化が構造

断面の変化に与える影響は，地震動の増幅割合に比べて

軽微となる場合もあることが確認できた． 
今後は，本検討で得られた知見を参考にして現地の諸

条件に適応する合理的な耐震設計を実施する予定である． 
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表-3 照査結果（ケース３） 

 ①  ②  ③  ④  ⑤  
所要降伏震度 
スペクトル 

標準 サイト増幅考慮 サイト増幅考慮 サイト増幅考慮 サイト増幅考慮 

検討方向 L C L C L C L C L C 

フーチング 
断面 
形状 10500mm 10500mm 10500mm 10500mm 10500mm 10500mm 10500mm 10500mm 12000㎜ 12000㎜ 

橋脚躯体 

断面 
形状 2200mm 5000mm 2200mm 5000mm 2200mm 5000mm 2200mm 5000mm 2200mm 5000mm 

主鉄筋 D32-33 D25-11 D32-33 D25-11 D32-33 
D32-31 D25-11 D38-33 

D38-9 D29-11 D38-33 
D38-9 D29-11 

帯鉄筋 D25-5.5 D25-2 D25-5.5 D25-2 D25-5.5 D25-2 D29-5.5 D29-2 D29-5.5 D29-2 
等価固有周期（sec） 0.656 0.428 0.656 0.428 0.584 0.391 0.596 0.402 0.586 0.385 
所要降伏震度（躯体） 0.279 0.567 0.279 0.567 0.434 0.800 0.429 0.748 0.420 0.739 
所要降伏震度（基礎） ― 0.609 ― 0.609 ― 0.617 ― 0.608 ― 0.783 
応答塑性率（μ） 9.84 4.87 10以上 7.42 9.50 6.67 9.38 6.87 9.75 5.46 
損傷レベル 3 2 4 2 4 2 3 3 2 3 
判定 OK NG NG NG OK 
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EXPERIMENTAL DESIGN OF SHINKANSEN VIADUCTS AGAINST GROUND 

MOTION CONSIDERING SITE AMPLIFICATION FACTOR 
 

Tsumiki KATO, Hikaru TOMONAGA, Taro ISHIKAWA 
Hiroki AOYAGI and Kimitoshi SAKAI 

 
Along the Hokkaido Shinkansen (between Shin-Hakodate-Hokuto and Sapporo), there are several areas 

where grand motions are amplified due to deep ground structure (site amplification factor). It is necessary 
to evaluate the safety by setting level2 ground motions considering influence of amplification. However, 
there is no case that conventional Shinkansen structure has been designed by using ground motions consid-
ering the influence, so the effect on the Shinkansen structure has not been quantitatively evaluated at present. 
In this study, we set level2 ground motion in the area with site amplification factor and created the response 
spectrums and simple calculation formula s of the ground displacement distribution in order to design by 
the static analysis method. Moreover, we created the experimental design of the Shinkansen structure by 
using the ground motions considering the site amplification factor, and the results were compared with the 
design by using the standard level2 ground motion. 
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